
人

（5）職員の初任給の状況（平成27年 4月 1日現在）

（6）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
（平成27年４月１日現在）

市政トピックス

市の職員数や給与などの状況を公表します

人事行政の運営等の状況
●職員の任免
および職員数に関する状況

●職員の勤務時間とその他勤務条件の
　状況（平成26年度）

職員課 71・2405 71・5155
　市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき職員数や給与などの状況についてお知らせします。

（1）職員の採用および退職の状況
平成 26 年度退職者 42 人　　平成 27 年４月採用者 24

（2）職員数の状況

（1）勤務時間の状況
原則として１日 7時間 45 分（午前 8時 30 分～午後 5時 15 分。
休憩時間を除く）勤務です。休日は原則として土日、祝日および
　年末年始（12 月 2 9 日～翌年 1月 3日）です。

（2）年次休暇の取得状況
平成 26 年中の一人当りの平均取得日数は 7.8 日でした。

（3）育児休業の取得状況
平成 27 年 4 月 1 日現在育児休業中の職員は 17 人でした。

●特別職の報酬等の状況
（平成27年4月1日現在）

区　分 月　　額 期末手当

給料 市　長 928,000円 （平成 26 年度支給割合）

6 月期　1.40 月分
12 月期　1.70 月分

計　3.10 月分

副市長 768,000円

報酬
議　長 459,000円
副議長 383,000円
議　員 360,000円

●職員の研修の状況（平成26年度）
区　分 種　　類 人数
集合研修 731人
出張研修 169人
派遣研修

新規採用職員研修、コンプライアンス研修　等
財務会計事務研修、係長研修　等
国･県等への派遣研修 5人

部　門 職員数（人） 対前年
増減数Ｈ 26.4.1 Ｈ 27.4.1

一 般 行 政

議　　会
総　　務
税　　務
民　　生
衛　　生
労　　働
農林水産
商　　工
土　　木
小　　計

特 別 行 政 教　　育

公営企業等
水　　道
下 水 道
そ の 他
小　　計

合計

6 6 0
172 174 2
55 55 0
169 161 －8
63 62 －1
1 1 0
53 53 0
19 20 1
57 61 4
595 593 －2
76 72 －4
21 19 －2
13 12 －1
41 37 －4
75 68 －7
746 733 －13

（注）地方公共団体定員管理調査の数値です。職員数は一般職に属す
る職員数であり、休職者などを含み、臨時または非常勤職員を除い
ています。

●職員給与の状況
（1）人件費の状況（普通会計決算）

（3）ラスパイレス指数（給与水準）の状況

区　分 安曇野市 全国市平均

26年度 96.6 98.6

（注）人件費には特別職（市長等、審議会委
　　　員など）に支給される給料、報酬等を
　　　含みます。

住民基本台帳人口
（平成27年３月31日現在）

歳出額（Ａ）
実質収支
人件費（Ｂ）
人件費率
（Ｂ／Ａ）

98,425人

42,376,000千円
781,126千円
5,653,036千円

13.3％
（注）職員手当には退職手当を含みません。当初予算に計上された額です。

（2）職員給与費の状況（平成 27年度一般会計予算）
職員数
（Ａ）

給与費 1人当たり給与費
（Ｂ／Ａ）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

734人 2,687,951千円 342,490千円 996,443千円 4,026,884千円 5,487千円

区　分 一般行政職 技能労務職
平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

安曇野市 318,623円 358,634円 42歳10月 － － －
長野県 340,213円 407,268円 45歳5月 280,551円 303,340円 57歳5月

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の
　　　給料を100とした場合の給与水準を示
　　　す指数です。

（注）平均給与月額とは、給料月額に扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計し
　　　たものです。

（4）職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況（平成27年４月１日現在）

 区　　分 安曇野市 長野県 国

一　般
行政職

大学卒 174,200円 183,100円 総合職 181,200円
一般職 174,200円

高校卒 142,100円 148,400円 一般職 142,100円

区     分
経　験　年　数

７年以上
10年未満

15年以上
20年未満

20年以上
25年未満

25年以上
30年未満

一　般
行政職

大学卒 230,947円 314,940円 357,970円 376,263円
高校卒 284,914円199,850円 325,243円 358,989円

区　分 支給割合
期末手当 勤勉手当

6月期 1.225 月分 0.675 月分
12月期 1.375 月分 0.825 月分
計 2.6 月分 1.50 月分
職務の級による加算措置　有

※国、県と同じ支給割合です。

（7）職員の手当の状況　
○期末手当・勤勉手当（平成26年度） ○退職手当（平成27年４月１日現在）

区　分 安曇野市 長野県 国
自己都合 自己都合 自己都合 定年･早期等定年･早期等定年･早期等

勤続20年 20.445月分

区　分 24年度 25年度 26年度
賃金（A）

合計（A+B）

1,268,976千円 1,293,481千円 1,321,002千円
社会保険料等
事業主負担金額

（B）
170,682千円 183,464千円 191,330千円

1,439,658千円 1,476,945千円 1,512,332千円

25.55625月分

区　分 安曇野市
H25.4.1

合計 693
H26.4.1

689
H27.4.1

696

20.445月分25.55625月分 20.445月分 25.55625月分
勤続25年 29.145月分 34.5825月分 29.145月分 34.5825月分 29.145月分 34.5825月分
勤続35年 41.325月分 49.59月分 41.325月分 49.59月分 41.325月分 49.59月分
最高限度額 49.59月分 49.59月分 49.59月分 49.59月分 49.59月分 49.59月分

職務の級による調整額の加算措置　有

○その他の手当
手当名 内　　　　　　容

扶養手当

主として職員の扶養を受けて生活している親族のあ
る職員に支給されます。
○配偶者　　　　　　　　月額 13,000 円
○配偶者以外の扶養親族　月額 6,500 円（15歳～
　22歳の子は１人につき 5,000 円加算）

寒冷地手当

11月～３月の各月に支給
○扶養親族のある世帯主　月額　17,800 円
○扶養親族のない世帯主　月額　10,200 円
○その他の職員　　　　　月額　 7,360 円

通勤手当

○交通機関利用の場合　　通勤に要する運賃相当額
（月額 55,000 円限度）
○自動車等を利用の場合　（片道 2Km以上）月額　
　2,000 円～（片道 60Km以上）月額 31,600 円

手当名

管理職手当

時間外勤務手当

特殊勤務手当

○感染症等防疫作業手当　日額 500円
○行旅死病人取扱手当　1件 1,500 円～ 2,500 円
○犬猫等死体処理作業手当　1件 500 円
○野犬等処理作業手当　1件 500円
○福祉業務手当　日額 300円または500 円

住居手当 借家等の場合　月額 27,000 円限度

宿日直手当 宿日直 1回につき　4,200 円　

内　　　　　　容

職制上の段階により支給

時間外の勤務 1時間につき、給料月額を基本とし
た時間単価の 125％～ 160％を支給

●職員の分限および懲戒処分の状況

●非常勤（臨時）職員数の状況

●賃金等の決算の状況

●職員の福祉および利益の保護の状況
（1）健康診断などの実施状況
健康診断受診者数　310人　人間ドック受診者数　376人
集団がん検診受診者数　延べ78人

（2）職員互助会の設置および活動状況 

（3）公務災害の認定状況

（4）不利益処分に関する不服申し立ての状況等

平成26年度分限処分者数および懲戒処分者数等　

地方公務員法第42条に基づき安曇野市職員互助会を設置し、
職員の健康増進、体力向上、その他福利厚生に関する事業を
実施しています。
・互助会名称　安曇野市職員互助会・長野県市町村職員互助
会（会員数　749名）
・職員互助会費　給料月額の3.5/1000・市負担金　給料月額
の3.0/1000（市負担金総額863万円）
・平成26年度決算額　収入5,505万円　支出4,090万円
（支出の主な内訳：県互助会掛金・負担金1,467万円、県互助
会からの給付金1,742万円、職員スポーツ大会 55万円）
・平成27年度予算額　5,737万円（うち市負担総額840万円）

（注）１分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に行
われる処分で、公務能率の維持を目的とします。いわゆる「病気休職」
等です。
２懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うための処
分で、公務における規律と秩序を維持することを目的とします。
３訓告等とは、懲戒処分ではないが、自己の行為に対しての責任を自覚さ
せ、将来を戒め職務遂行に対する姿勢の改善等を目的とします。

公務や通勤途上の災害により負傷または死亡した場合には、
一定の補償が行われます。
公務災害認定・・・・４件　　　通勤公務災害・・・・２件

勤務条件に関する措置の要求、不利益処分に関する不服申し
立てはありませんでした。

分限処分者 懲戒処分者 訓告等
免職 休職 降任 降格 小計 免職 停職 減給 戒告 小計
0 2 0 0 2 2 1 6 4 13 14

（注）代替登録職員等の各課管理の職員を除きます。
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